
（第６３期）

決　算　報　告　書

徳島県徳島市新町橋二丁目２５番地

自　2022 年  4 月  1日

至　2023 年  3 月 31日



（単位：円）

【 】 【 】

【 】 【 】

（ ）

（無形固定資産） （ ）

【 】

（ ）

（ ）

（ ）

【 】

負債及び純資産の部 合計

7,500,000

875,000,000

3,572,853,255

△ 138,562,639

△ 138,562,639

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

19,050,000

600,000

30,000,000

495,856

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

投 資 信 託

差 入 保 証 金

出 資 金

2,938,954,645

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負債の部 合計

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

純　資　産　の　部

15,318,636

25,842,850

900,000

建 物

4,485,353,255

30,000,000

その他有価証券評価差額金

612,588

592,520

7,285,745,261

（利　益　剰　余　金）

【株　　主　　資　　本】

【評価・換算差額等】

4,346,790,616純資産の部 合計

3,781,502

13,954,000

208,732,815

1,205,108

30,000,000

4,455,353,255

5,583,347,776

5,456,036,434

（資　 　　本 　　　金）

資 本 金

預 託 金 10,080

ソ フ ト ウ ェ ア

77,155,406

資 産 の 部  合 計 7,285,745,261

175,000,000

5,178,564

貸　借　対　照　表
（ 2023年 3月 31日現在 ）

36,897,300

10,257,199

未 払 費 用

預 り 金

科　　　　　目金　　　額科　　　　　目

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

金　　　額

未 収 入 金

321,893,159

85,021,396

【流 　動 　資 　産】

9,538,700

2,617,061,486

2,575,000,000

機 械 装 置 88,035,057

837,408,653

805,641,571

31,681,230

176,000

3,242,471

【流　　動　　負　　債】

1,852

貸 倒 引 当 金 △ 92,000

一年以内返済長期借入金現 金 及 び 預 金

未 収 手 数 料

前 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税

【固　　定　　負　　債】

長 期 借 入 金863,783,724

電 話 加 入 権

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

（有形固定資産）

446,193,034

99,844,845建 物 附 属 設 備

構 築 物

6,448,336,608【固　定　資　産】



重要な会計方針に係る事項に関する注記

有価証券の評価基準及び評価方法

①時価のあるもの

②時価のないもの　　　　　

取得原価法により評価しています。

固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

②無形固定資産

法人税法の規定による定額法を採用しています。

引当金の計上基準

①貸倒引当金

②賞与引当金

③退職給付引当金

④役員退職慰労引当金

その他計算書類作成のための基本となる重要事項

①リース取引の処理方法

・

・

②消費税等の会計処理

税抜経理方式を採用しています。

貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　134,515,678円

会計方針の変更に関する注記

2018年3月31日以前に取得したものは、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理

２．

2018年4月1日以後に取得したのもは、通常の売買処理にかかる方法に準じた会計処理

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引は、

以下の会計処理をしています。

法人税法の規定による定率法を採用しています。なお、1998年4月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）及び2016年4月1日以降に取得した建物付属設備ならびに構築物につ

いては、定額法を採用しています。

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」に基づき作成しています。

従業員の賞与支給に備えるため、直近の支給実績に基づき、直近の支給額と同額を計上してい

１．

 個　　別　　注　　記　　表 

（自 2022年4月1日　至 2023年3月31日）

(1)

(2)

(3)

出向者に対する給与手当の計上について、従来は、出向元への支払額全額を給与手当として計
上していましたが、事業年度により科目を細分化し、一部を法定福利費および退職給付費用で
計上する方法に変更いたしました。この変更による当期純利益への影響額はありません。

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しています。なお、評価差額は全部純資産直

入法により評価しています。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率
により計上しています。

役員への退職慰労金支給に備えるため、当事業年度末までに発生していると認められる額を
計上しています。

３．

(4)

ます。


